
添付する書類欄

　□　財産目録 □　収支の明細書

　☑　財産収支状況書 □　担保関係書類

猶　予　期　間 令和２年６月１日　から　令和３年５月３１日　まで　　　１２月間

担　保
　担保財産の詳細又は
　提供できない特別の
　事情

例：猶予を受けようとする金額が１００万円を超えないため
（※別紙＜担保等について＞を参照してください）

納付金額

令和２年６月３０日 令和２年１０月３１日 令和３年２月２８日

令和２年９月３０日 令和３年１月３１日 令和３年５月３１日

令和２年８月３１日 令和２年１２月２８日 令和３年４月３０日円

10,000 円

円10,000

10,000 円

10,000 円

円10,000

＋ 延滞金

納
付
計
画

年　月　日 納付金額 年　月　日 納付金額 年　月　日

令和２年７月３１日 令和２年１１月３０日 令和３年３月３１日

円10,000

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000 円

10,000

納付すべき市税のうち、換価
の猶予を受けようとする金額

〃 〃

120,000 0 0

一時に納付
することによ
り事業の継続
又は生活の維
持が困難とな
る事情の詳細

・　　　・
〃 〃

・　　　・
〃 〃

・　　　・
〃 〃

滞納処分費

氏　名
（名　称）

四街道市税株式会社

個人番号
（法人番号） ○○○○○○○○○○ 処理年月日

納
付
す
べ
き
市
税

年度 税目 納期限 本　税 延滞金 備　考

Ｒ２
固定資産税
都市計画税

R2 ・ 4 ・ 30
円　 法律による金額　　円 法律による金額　　円

120,000

様式第５号の４　（第６条の３第１項）

整理番号

換 価 の 猶 予 申 請 書

四街道市長　　　　　　　　　　　　　様

□ 有

☑ 無

市
整
理
欄

通信日付印

申請書番号

　地方税法第１５条の６の２第１項の規定により、以下のとおり換価の猶予を申請します。

申
請
者

住　 所
（所在地）

〒284-8555
四街道市鹿渡無番地 申請年月日 令和２年６月１日

電話番号　043（421）2111 携帯電話　043（421）2111

受領印

「納付すべき市税」の合計額から財産収支状況書

及び財産目録に記載の「現在納付可能資金額」

を差し引いた金額を記入してください。

別紙参照

＜一時に納付することにより事業の継続又は生活の維持が

困難となる事情の詳細の記入例＞

別紙参照

＜猶予期間について＞

別紙＜申請書類について＞を参照の

うえ、添付する書類に☑を入れてくだ

さい。

最終回は「＋延滞金」と

記入します。



にチェック（☑）を入れます。

※猶予を受けようとする場合には、原則として担保を提供することが必要です。ただし、次の①から③までのいずれ

　かに該当する場合には、担保を提供する必要はありませんので、「無」にチェック（☑）を入れます。

　① 猶予を受ける金額（未確定の延滞金を含む）が１００万円以下である場合

　② 猶予を受ける期間が３か月以内である場合

　③ 担保を提供することができない特別の事情（地方税法により担保として提供できることとされている種類の財

　　　産（※）がないなど）がある場合

　　　※ 担保として提供できる財産の種類

＜一時に納付することにより事業の継続又は生活の維持が困難となる事情の詳細の記入例＞

【例１】
　○○○株式会社からの下請けで住宅家屋の建設を行っているが、単価の引下げ等により売上は前年度に比べ
６５％まで落ち込んでおり、仕入先である●●●株式会社への支払も遅れがちである。
　○○○株式会社からの入金を全て市税の納付に充てた場合には、●●●株式会社に対する支払ができず、
今後、材料を仕入れることができなくなると事業の継続が困難となる。

【例２】
　個人事業で運送業を営んでいるが、取引先の１つであった○○○株式会社の事業縮小のため、○○○株式会
社との契約が昨年１１月をもって終了することとなった。
　○○○株式会社との取引は、売上の約３０％を占めていたため、資金繰りが急速に悪化した。現在は、事業に
係る経費や生活費を節約するほか、家賃の安い住居に転居することにより、燃料費等の事業資金や生活費を捻出
している状況である。
　今月の入金額を全て市税の納付に充てた場合には、事業資金の支払だけでなく、生活費の捻出も厳しくなり、
生活の維持が困難となる。

＜猶予期間について＞

　猶予期間の開始日は、通常は申請書を提出する日です。ただし、納付すべき市税の法定納期限以前に申請を

する場合は、その市税の法定納期限の翌日とします。

　猶予期間の最終日は、納付計画上の最終回の納付年月日です。

＜担保等について＞

　猶予を受けるに当たり、担保を提供する必要がある場合には「有」に、担保を提供する必要がない場合には「無」

　　　　（１）国債及び地方債

　　　　（２）社債その他の有価証券で四街道市長が確実と認めるもの

　　　　（３）土地

　　　　（４）保険に付した建物等（「建物等」とは次に掲げるものをいう）

　　　　　　（ア）建物

　　　　　　（イ）立木

　　　　　　（ウ）登記される船舶

　　　　　　（エ）登録を受けた航空機

　　　　　　（オ）登録を受けた自動車

　　　　　　（カ）登記を受けた建設機械

　　　　（５）鉄道財団等の財団

　　　　（６）四街道市長が確実と認める保証人の保証



＜申請書類について＞

　　　　なお、担保を提供する必要がない場合には提出不要です。

※２　　担保を提供する必要がある場合は、担保提供書や抵当権設定のための書類（不動産等を担保とする場合）

　　　　などを提出する必要がありますので、詳細は申請先の担当課までお問合せください。

◎ 換価の猶予を申請する場合は、次の書類を提出してください。

猶予を受けようとする金額

１００万円以下の場合（※１） １００万円を超える場合（※１）

・ 換価の猶予申請書

・ 財産収支状況書

・ 換価の猶予申請書

・ 財産目録

・ 収支の明細書

・ 担保関係書類（※２）

※１　　未確定の延滞金は含みません。


